
























































　Hall と Soskice の提起に対して、さらに多くの資本主義の型の存在を指摘する論者が現
れた。例えば、B. Amable は Diversity of Modern Capitalism （Oxford, 2003）の中で、多
数の制度領域を考慮に入れた比較分析にもとづき、アングロ＝サクソン型、アジア型、大
陸欧州型、社会民主主義型、地中海型という5つの資本主義モデルを検出している。Hall






























1985 1990 1995 2000 2002 2004 2006 2008 2009
企業活動からの所得 2.7 3.7 16.4 15.4 12.1 11.7 11.1 10.3 9.7
労働支払い＊ 77.2 76.4 62.8 62.8 66.5 65.0 65.0 65.5 65.2
社会給付 16.3 14.7 13.1 13.8 14.7 12.8 12.0 13.2 14.9
資産所得 1.6 2.5 6.5 6.8 4.8 8.3 10.0 9.0 8.2
その他 2.2 2.7 1.2 1.2 1.9 2.2 1.9 2.0 2.0
出所）Госкомстат России （2003） стр. 177 および Росстат （2010） стр. 105.
＊ 1995 年以降は隠れた所得も含む。
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　次に、家計消費支出の変化を確認しておこう。表２−a は 1985 年から 2002 年まで、
表２−b は 2004 年から 2009 年までの家計の消費支出構成を示している。この表から以下






３　 Росстат （2010） стр. 105 および 119 の対比により計算。
表2−ａ　家計の消費支出構成（1985−2002 年、％）
1985 1990 1995 1998 2000 2002
消費支出 100 100 100 100 100 100
食料品 35.0 31.5 49.0 51.3 47.6 41.7
外食 5.8 4.6 3.0 2.0 1.8 2.4
アルコール飲料 4.6 5.0 2.5 2.6 2.5 2.2
食料品以外の財 40.2 45.8 31.8 30.2 34.3 36.2
サービス支出 14.4 13.1 13.7 13.9 13.8 17.5












2004 2006 2008 2009
消費支出 100 100 100 100
食料・飲料 36.0 31.6 29.1 30.5
アルコール飲料 3.0 2.7 2.3 2.4
衣服・靴 11.6 10.9 10.4 10.4
住宅・公共料金 10.8 12.1 10.4 10.8
日用生活品 6.9 7.3 7.5 7.0
保健 2.4 3.0 2.9 3.1
輸送 10.2 12.5 15.5 13.4
通信 2.9 4.0 3.7 3.8
余暇・文化行事 6.3 6.4 7.7 7.3
教育 1.7 2.0 1.6 1.5
ホテル、外食 3.5 2.6 3.0 3.4
その他 4.7 4.9 5.9 6.4























全家計 100 100 100 100 100 100 100
第一分位 7.3 11.2 14.6 4.0 6.1 7.1 3.0
第二分位 11.2 15.7 18.9 7.4 11.1 11.1 7.1
第三分位 15.5 19.5 20.8 11.9 17.0 15.7 12.8
第四分位 23.6 23.2 21.0 22.5 25.3 25.9 31.6
第五分位 42.4 30.4 24.7 54.2 40.3 40.2 45.6
第一と第五の格差 6 3 2 14 7 6 15
出所）Росстат （2010） стр. 246.


























99 09 04 12 05 12 06 12 08 02 09 12
国家はすべての市民に標準的な福祉を保
障すべき
52 54 53 59 61 55
国家は生活苦にあるすべての住民に援助
を保障すべき
25 23 23 19 18 28
国家は生活に不安のある人（年金、傷痍）
にのみ保護しなければならない
17 17 18 16 17 13
人々は自身で気を配り、国家の介入なし
に標準的な生活を保障すべき
３ ４ ３ ３ ２ ２
無回答 ２ ２ ３ ３ ２ ２








1991 − 98 年では、1998 年に失業率が過去最高の 14％となったものの、個々の企業レベ
ルを除いて大量解雇は発生しなかった。企業は労働者を自発的な離職に導きながら、生産
の低下に徐々に適応した。この間に GDP は 40％低下したのに対し、就業者数は 7400 万
人から 6400 万人に 13.5％低下しただけであった。また、1999 − 2006 年には、98 年経済
危機の後、失業率が7％に低下し、就業者数 は８％（6400 万から 6900 万に）増加した。
しかし、GDP が 2006 年に 1998 年の 1.7 倍となったのと比較すると、就業者数の増加は









おむね 200 ～ 250 万人で安定しており、追加的な雇用を求めている人の数も徐々に低下し
てきている。このことは経済成長による所得の増加が副業へのインセンティブを低下させ
４ 　 ロ シ ア に 独 自 な 労 働 市 場 の 機 能 モ デ ル と し て と ら え ら れ る。 本 稿 で は、Гимпельсон и 













2000 65273 61651 3622 3301 2875 426
2001 65124 62693 2430 8620 7870 750
2002 66266 63879 2387 8707 8064 643
2003 67152 64588 2564 8390 7601 789
2004 67134 64944 2190 7511 6948 563
2005 68603 66000 2603 7941 7269 672
2006 69157 66864 2293 6422 5908 514
2007 70814 68588 2226 5724 5241 483
出所）Росстат （2008） стр. 79.




2001 年から 2007 年までの変化を確認しよう。全体として非公式セクターでの就労をおこ
なっている人々の数は 2001 年の 815.5 万人から 2007 年の 1208 万人まで増加しており、
被用者に占める比率も 12.5％から 17.1％へと高まっていることがわかる（Росстат （2008） 
стр. 98.）。








全体 本業として 副業として 本業として 副業として
全就業者に
対する比率
全体 13602 11974 1628 88.0 12.0 19.3
都市 　8415 　7916 　499 94.1 　5.9 15.7
農村 　5187 　4058 1129 78.2 21.8 30.7
男性 　7183 　6309 　873 87.8 12.2 20.0
女性 　6419 　5664 　755 88.2 11.8 18.5





































　こうした特徴をもつ日本的雇用システムは、戦後復興期（1945 ～ 60 年）、高度経済成
長期（1960 ～ 74 年）、安定成長期（1975 ～ 96 年）、平成雇用不況期（1997 年～）という
図１　生活のあり方を規定する三要因






















従業員の割合の推移を概観すると、非正規の比率は、女性では 1985 年２月の 32.1％から
2000 年２月の 46.4％、さらに 2008 年１−３月には 54.2％にまで上昇し、同時期に男性
では 7.4％から 11.7％、18.7％へと上昇した6。年齢階級別では、1990 年代以降、女性
の若年層と 45 歳以上の層で大幅な非正規化が起こったこと、男性の非正規化は 1990 年代
前半にはさほど目立たず、1990 年代後半以降、とくに若年層で進んだこと、35 歳から 54






5　以下は、久本（2010）59 − 60 頁を参照。
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